
	 1	 概観

中東・北アフリカ地域（以下「中東地域」と
いう。）は、欧州、サブサハラ・アフリカ、中
央アジア及び南アジアの結節点という地政学上
の要衝に位置する。世界の石油埋蔵量の約5割、
天然ガス埋蔵量の約4割を占め、世界のエネル
ギーの供給地としても重要であることに加え、
高い人口増加率も背景に、湾岸諸国を中心に経
済の多角化や脱炭素化を進めており、市場とし
ても高い潜在性を有している。

同時に中東地域は、歴史的に様々な紛争や対
立が存在し、今も多くの不安定要因・課題を抱
えている。近年は、イランをめぐり地域の緊張
が高まっていることに加え、2011年に始まっ
た「アラブの春」以降の政治的混乱も各地で継
続している。シリアにおける内戦も終息せず多
くの難民・国内避難民が生まれ、周辺国を含む
地域全体の安定に大きな影響を及ぼしている。
イエメンにおいても、イエメン政府及びアラブ
連合軍（イエメン政府の要請を受け、サウジア
ラビアなどが主導）とホーシー派との間での衝
突により、厳しい治安、人道状況が継続してい
る。また、「イラクとレバントのイスラム国

（ISIL）」のような暴力的過激主義の拡散リスク
も今なお各地に残存している。一方、2020年、
アラブ首長国連邦、バーレーン、スーダン及び
モロッコがイスラエルと国交正常化に合意した
ほか、2021年1月には、2017年6月以降継

続してきたカタール断交問題が解消するなど情
勢の変化が見られる。

2021年1月に成立した米国のバイデン政権
は、前政権下で離脱したイラン核合意への復帰
に向けてイランと協議を行う姿勢を表明し、中
東和平に関してはパレスチナとの関係改善に取
り組むなど、その諸政策が中東地域に及ぼす影
響が注目される中、2021年8月末、約20年
にわたる米軍のアフガニスタン駐留を終了させ
た。

日本は、原油の約9割を中東地域から輸入し
ており、日本の平和と繁栄のためにも、中東地
域の平和と安定を促進し、中東地域諸国との良
好な関係を維持、強化していくことが、極めて
重要である。こうした観点から、日本は、近
年、経済、政治・安全保障、文化・人的交流を
含めた幅広い分野で、中東地域諸国との関係強
化に努めている。8月には、茂木外務大臣が、
日本の外務大臣として15年ぶりの訪問となる
イラクを含め、中東8か国・地域を歴訪し、日
本がこの地域の平和と安定に貢献し、各国の信
頼を得てきたことを背景に、中東地域へのコ
ミットメントを改めて強調し、地域の安定に向
けた緊密な連携を確認した。また、アフガニス
タンについては2021年8月の情勢悪化以降、
日本は国際社会と連携しながら、人道支援やタ
リバーンへの働きかけを実施している。

中東地域においても引き続き感染が拡大する
新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロ
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ナ」という。）に対しては、その対策のため総
額約29億円規模の政府開発援助（ODA）を
実施している。こうした日本の支援や、特に脆

ぜい

弱な地域における人間の安全保障の理念に基づ
く対応の重要性について、国際会議の場で政務
レベルからも発信を行っている。

	 2	 中東地域情勢

（1）アフガニスタン
2020年9月に開始したアフガニスタン政府

とタリバーンとの和平交渉は実質的な進展を見
ないまま停滞し、米国はバイデン政権発足後、
政府側とタリバーン側の双方に和平を働きかけ
るなどの取組を強化した。米国トランプ政権は
2020年2月に署名された米国・タリバーン合
意を踏まえ、合意時点で1万3,000名規模だっ
たアフガニスタン駐留米軍を2021年1月に
2,500名まで削減していたが、4月14日には
バイデン米国大統領が、アフガニスタンからの
最終的な撤退を5月1日に開始、9月11日ま
でに米軍及び北大西洋条約機構（NATO）諸
国軍を完全撤収すると表明し（7月に、撤収期
限を8月末に前倒しすることを発表）、同日、
NATOも数か月以内に部隊撤収を完了させる
方針を表明した。これに対し、タリバーンは、
米国・タリバーン合意上の撤収期限が5月1日
から延期されたとして強く反発し、4月下旬に
トルコ・イスタンブールで予定されていた和平
会合への参加を固辞した結果、同会合の開催は
見送られた。

米軍・NATO諸国軍の撤収作業の進展に伴
い、タリバーンは、従来の地盤であるアフガニ
スタン南部だけでなく、首都カブールの隣接県
や北部諸県において、郡部を中心に攻勢を強化
し、7月までに周辺国との主要な国境検問所も
制圧した。アフガニスタン政府とタリバーンに
よる高官協議などの動きもあったが、タリバー
ンは、7月下旬から都市部への本格攻勢を開始
し、カンダハールやラシュカルガーなどでは激
しい市街戦も発生した。8月6日はニームロー
ズ県の県都を制圧したのを皮切りに、1週間余

りで30以上の県都を次々と陥落させ、その後、
周囲の予想をはるかに超える早さで、8月15
日には首都カブールに進入し、国際社会に衝撃
を与えた。この際、大規模な戦闘は発生しな
かったものの、ガーニ・アフガニスタン大統領
は国外に出国した。このカブール陥落を受け、
多くの国が大使館の一時閉鎖を決定し、日本大
使館も臨時移転先のイスタンブールから邦人保
護などの業務を継続した。

タリバーンはカブール制圧後、敵対者に復 讐
しゅう

せず恩赦を与えることや、イスラム法の枠内で
女性の権利を尊重することなどを表明した。し
かしながら、急激な情勢変化によって国内は大
きく混乱し、アフガニスタンへの派兵経験があ
る欧米諸国を中心に、各国は自国民や現地職員
などの退避オペレーションを加速させた。日本
も自衛隊機を派遣し、退避を希望した邦人1人
及びアフガニスタン人14人を輸送した。8月
30日に米軍の撤収が完了し、バイデン大統領
は「20年間に及ぶ米国史上最長の戦争を終わ
らせた」と演説した。

9月上旬、タリバーンは抵抗勢力の最後の拠
点となっていたパンジシール県を制圧し、「暫
定政権」の樹立を発表したが、女性の不在や包
摂性の欠如などの問題が指摘されている。ま
た、カブール空港付近（8月）や地方都市の
シーア派モスク（10月）などを標的とした

「イラクとレバントのイスラム国（ISIL）」系組
織によるテロが各地で発生しており、不安定要
因となっている。

こうした中、日本は、アフガニスタン情勢を
めぐり、G7外務・開発大臣会合（8月19日、
茂木外務大臣）、G7首脳会合（8月24日、菅
総理大臣）、米国主催の閣僚会合（8月30日、
茂木外務大臣）、米国及びドイツ共催の拡大閣
僚会合（9月8日、茂木外務大臣）、国連主催
の人道会合（9月13日、鷲尾英一郎外務副大
臣）、G20外相会合（9月22日、茂木外務大
臣）、G20首脳会合（10月12日、岸田総理大
臣）などの国際会議に積極的に参加し、国際社
会が連携して、タリバーンに一致したメッセー
ジを呼びかけていく重要性を確認した。
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日本は、タリバーンの政治事務所が置かれて
いるカタール・ドーハに9月1日付で駐アフガ
ニスタン日本国大使館臨時事務所を移転させ
た。9月の上村司政府代表のドーハ派遣や、
11月及び2022年1月の岡田隆駐アフガニス
タン大使のカブール訪問などの機会を捉え、タ
リバーンに対し、希望者の安全な出国、女性・
少数民族の権利尊重、包摂的な政治体制の構築
などを強く働きかけた。こうしたタリバーンと
の交渉や米国・カタールを始めとする関係国と
の連携を含む外交努力の結果、アフガニスタン
の情勢悪化後、日本政府の支援を受けて、本邦
に到着するに至った大使館など日本関係機関の
現地職員を含むアフガニスタン人は500人以
上（2022年1月末時点）に達している。

現下のアフガニスタンの人道危機は国際社会
の高い関心を集め、現金や外貨が国内で十分流
通していないという「流動性欠如」による経済
への打撃も懸念されている。日本は、国際機関
経由でシェルター、食料、保健、水・衛生、農
業、教育などの人道ニーズを支援するため、ア
フガニスタン及び周辺国に対し、10月に6,500
万ドル（約71億円）の緊急無償資金協力を決
定し、人道支援を実施中であることに加え、
12月には令和3年度補正予算において1億
900万ドル（約118億円）の追加的支援を決
定した。日本は、引き続きアフガニスタンの
人々に寄り添う支援を行うとともに、アフガニ
スタンを取り巻く地域の安定の確保に貢献して
いく考えである。

（2）中東和平
ア	中東和平をめぐる動き

2014年4月にイスラエル・パレスチナ間の
交渉が頓挫して以降、中東和平プロセスの停滞
は継続している。バイデン米政権発足後、前政
権下で関係が悪化した当事者間の協力再開の動
きが一時見られたが、2021年4月中旬以降、
イスラエル治安部隊とパレスチナ市民の衝突が
東エルサレムなどを中心に発生し、次第に激
化。5月10日以降、ガザ地区からイスラエル
に向けロケット弾が断続的に発射され、これに
反撃するイスラエル国防軍（IDF）との間で攻
撃の応酬に発展、同月21日の、米国、エジプ
トなどの仲介による停戦までに、パレスチナ側
で260人が死亡、イスラエル側で12人が死亡
する事態となった。停戦後、6月にはイスラエ
ル新政権が発足し、パレスチナ自治政府との間
でハイレベルでの接触が徐々に再開されるな
ど、前向きな動きも見られる一方、ガザや東エ
ルサレムなどを中心に対立の火種がくすぶり、
不安定な緊張状態が継続している。

イ	日本の取組
日本は、国際社会と連携しながら、イスラエ

ル及びパレスチナが平和的に共存する「二国家
解決」の実現に向けて、関係者との政治対話、
当事者間の信頼醸成、パレスチナ人への経済的
支援の3本柱を通じて積極的に貢献している。

5月の停戦直後には、イスラエル、パレスチ
ナ、エジプト及びヨルダンとの外相電話会談を
実施し、停戦維持と緊張緩和を働きかけたほ
か、6月以降、2,300万ドルのガザ地区への人
道・復興支援を実施した。さらに8月の茂木外
務大臣のイスラエル・パレスチナ訪問では、双
方の関係者に対して改めて、緊張緩和と信頼回
復に向けた具体的な措置を講じるよう働きかけ
た。

日本独自の取組としては、日本、パレスチ
ナ、イスラエル、ヨルダンの地域協力により、
パレスチナの経済的自立を中長期的に促す「平
和と繁栄の回廊」構想を推進している。2021
年末時点において、旗艦事業のジェリコ農産加

アフガニスタンに関するG20首脳テレビ会議に出席する岸田総理大臣
（10月、東京）
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工団地（JAIP）ではパレスチナ民間企業18社
が操業し、約200人の雇用を創出している。
また、パレスチナ開発のための東アジア協力促
進会合（CEAPAD）を通じて東アジア諸国の
リソースや経済発展の知見を動員し、パレスチ
ナの国造りを支援している。

（3）イスラエル
高度な先端技術開発やイノベーションに優れ

ているイスラエルは、日本の経済にとって重要
な存在であると同時に、中東地域の安定にとっ
ても重要な国となっている。2021年には、新
型コロナのワクチン接種先進国として、世界か
ら注目を集めた。なお、8月には世界各国に先
駆けて一般市民向けの3回目接種を開始した。

イスラエルでは、3月の総選挙の結果、ヤミ
ナ党（宗教的右派政党）のベネット党首を首班
とし、前政権からの変革を旗印に、宗教・右派
から世俗・左派まで幅広い政党で構成され、ま
た史上初めてアラブ系政党のラアム党が参加す
る連立政権が成立し、12年間にわたるネタニ
ヤフ政権が幕を閉じた。新政権は、ベネット党
首が首相、イェッシュ・アティード党（中道）
のラピード党首が首相代理兼外相を2023年8
月まで務め、その後2025年11月の任期満了
までは、ラピード党首が首相、ベネット党首が
首相代理兼内相を務める首相輪番制を採用し
た。

日本との関係では、茂木外務大臣が、7月に
は、「東北-イスラエル・スタートアップ・グ
ローバルチャレンジ・プログラム」のキックオ

フイベントにラピード首相代理兼外相とビデ
オ・メッセージを寄せた。8月にはイスラエル
を訪問し、ヘルツォグ大統領、ベネット首相、
ラピード首相代理兼外相と意見交換を行った。

（4）パレスチナ
パレスチナは、1993年のオスロ合意などに

基づき、1995年からパレスチナ自治政府（PA）
が西岸及びガザで自治を開始し、2005年1月
の大統領選挙でアッバース首相が大統領に就任
した。しかし、その後、アッバース大統領率い
るファタハと、ハマスとの間の関係が悪化し、
ハマスが武力でガザを掌握した。2017年10
月に原則合意された、エジプトの仲介によるガ
ザにおけるパレスチナ自治政府への権限移譲の
履行は進まず、ガザを含むパレスチナ全土で
2021年5月以降に予定されていたパレスチナ
立法評議会などの選挙も、東エルサレムでの投
票にイスラエルが同意しないとして延期され、
依然として西岸をファタハが、ガザをハマスが
支配する分裂状態が継続している。

日本との関係では、茂木外務大臣が、8月に
パレスチナを訪問し、アッバース大統領、シュ
タイエ首相及びマーリキー外務移民庁長官と意
見交換を行った。また、本田太郎外務大臣政務
官が、11月に「パレスチナ支援調整委員会

（AHLC）閣僚級会合」にビデオ・メッセージ
の形で参加し、引き続き「平和と繁栄の回廊」
構想などの取組を推進していくと表明した。

（5）イラン
イランは、約8,500万人の人口と豊富な天

然資源を誇るシーア派の地域大国であり、日本
とは90年以上にわたり伝統的な友好関係を発
展させてきている。近年では、新型コロナウイ
ルス・ワクチンの供与を含む医療・保健、環
境、観光、領事等の幅広い分野での二国間協力
が行われている。

6月にイラン大統領選挙が4年ぶりに実施さ
れた結果、保守派のライースィ司法権長が
62%の得票率で勝利し、8月にはライースィ
政権が誕生した。ライースィ大統領は、新型コ日・イスラエル外相会談（2021年8月、テルアビブ）
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ロナ対策や、米国の経済制裁によって低迷した
国内経済の再建を最優先課題として位置付けて
おり、また、中東地域の近隣諸国やアジア諸国
との関係強化を重視した外交政策を展開してい
る。8月のライースィ大統領の就任直後には、
茂木外務大臣がイランを訪問し、主要先進国及
びアジアの外国要人として初めてライースィ大
統領を始めとする新政権の要人と会談し、日本
とイランの二国間関係の更なる強化と拡大に努
めていくことで一致した。

イランの核問題をめぐっては、イランは、米
国のトランプ前政権によるイラン核合意（包括
的共同作業計画（JCPOA））からの離脱とその
後の米国による対イラン制裁の再開により、核
合意で得られるはずの経済的利益が得られてい
ないとして、2019年7月以降、核合意上のコ
ミットメントを段階的に停止する対抗措置を
取ってきた。1月には、20%のウラン濃縮を
開始すると発表し、4月には60%の濃縮ウラ
ンの製造を開始している。また、イランは、国
際原子力機関（IAEA）による抜き打ち査察を
可能にしていた追加議定書の履行停止なども
行っている。

バイデン米政権は、イランによる核合意の厳
格な遵守を条件として、米国も核合意に復帰す
る用意があると発表しており、4月以降、米国
及びイラン双方による核合意への復帰に向けた
協議が、欧州連合（EU）などの仲介により
ウィーンで断続的に行われてきた。6月以降は、
イランの政権交代を受けて協議は中断されてい
たが、11月に再開された。しかし、交渉は難
航しており、2022年2月現在、米及びイラン
による核合意上のコミットメント遵守への復帰
は実現していない。

このような情勢の中で、4月には、ナタンズ
のウラン濃縮施設の火災事案、6月には、テヘ
ラン市近郊の遠心分離機製造施設への攻撃事案
が発生しており、イランをめぐる中東地域情勢

1	 https://www.mofa.go.jp/mofaj/ms/da/page22_001052.html

は高い緊張状態が継続している。さらに、イラ
ンを含む中東地域においては、1月以降、船舶
の自由な航行を阻害する事案が相次いで発生し
ている。1月には、ホルムズ海峡において、韓
国籍タンカーがイラン革命ガード海軍によって
拿
だ

捕された。2月から4月にかけては、イラン
やイスラエルに関係する船舶への攻撃事案が発
生しており、7月には、オマーン湾で、英国企
業が運航する石油タンカーが攻撃を受け、乗組
員2人が死亡した。

一方、4月以降、外交関係を断絶しているイ
ランとサウジアラビアが協議を実施しており、
両国とも中東地域の緊張緩和と関係改善に意欲
を示した。8月と9月には、イラク主催でイラ
ン及びサウジアラビアを含む地域諸国が一堂に
会した会合が開催されており、中東地域の当事
国間の対話が活発に行われている。

日本は、米国と同盟関係にあると同時にイラ
ンと長年良好な関係を維持してきた立場から、
中東地域における緊張緩和と情勢の安定化に向
けた独自の外交努力を行ってきた。3月の茂木
外務大臣とザリーフ・イラン外相との電話会
談、8月の茂木外務大臣のイラン訪問、12月
及び2月の林外務大臣とアミール・アブドラヒ
アン・イラン外相との電話会談及び2月の岸田
総理大臣とライースィ・イラン大統領との電話
会談などのあらゆる機会を捉え、イランと緊密
な意思疎通を図っている（131ページ 特集参
照）。

（6）トルコ
トルコは、地政学上重要な地域大国であり、

北大西洋条約機構（NATO）加盟国として地
域の安全保障において重要な役割を果たすとと
もに、欧米、ロシア、中東、アジア、アフリカ
への多角的な外交を積極的に展開している。ま
た、1890年のエルトゥールル号事件 1に代表
されるように、伝統的な親日国である。
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2018年の議院内閣制から実権型大統領制へ
の移行後、エルドアン大統領は、新型コロナ対
策において強いリーダーシップを発揮し、検査
の充実と治療における独自モデルにより死者数
を低いレベルに抑え、支持率を一時回復させ
た。しかし、以前から芳しくない経済指数は、
新型コロナの影響で更に悪化した。特に、イン
フレが加速する中、政策金利を繰り返し引き下
げたことでリラは市場最安値を更新し続けた。
インフレの加速は、同大統領を支持してきた保
守的な労働者や中低所得層の生活を圧迫してい
る。

外交面においては、エジプト、サウジアラビ
ア、アラブ首長国連邦（UAE）といった、こ
れまで関係の悪化が懸念されていた域内諸国と
の対話再開と関係の再構築が進められた。特に
UAEとは、ムハンマド・アブダビ皇太子が約
10年ぶりにトルコを訪問し、エネルギー、環
境などに関する10の協定に署名するなど、関
係が強化された。米国との間では、ロシア製の
ミサイル防衛システム（S-400）の導入による
制裁が引き続き両国関係の懸案となっているほ
か、バイデン政権の発足早々にアルメニア人

「虐殺」を追悼する声明を発表し、米・トルコ
関係の先行きを不安視する見方もあったが、両
国間では2度対面での首脳会談が実施され、意
思疎通が図られた。

日本との関係では、茂木外務大臣が8月にト
ルコを訪問しチャヴシュオール外相と会談を
行ったほかエルドアン大統領を表敬した。首脳
レベルでは、岸田総理大臣が12月にエルドア

ン大統領と首脳電話会談を行い、エルドアン大
統領からは総理大臣就任への祝意が述べられ、
岸田総理大臣からは、戦略的パートナーである
トルコとの関係を一層発展させるため同大統領
と協力していきたいと述べた。

（7）イラク
イラクは、2003年のイラク戦争後、2005

年に新憲法を制定し、民主的な選挙を経て成立
した政府が国家運営を担っている。イラクの安
定は、中東地域の安定にとって重要であり、

「イラクとレバントのイスラム国（ISIL）」掃討
後の復興、治安回復、電力供給などの行政サー
ビス改善が主な課題となっている。

日本は2003年以降、一貫して対イラク支援
を継続している。8月には、茂木外務大臣が日
本の外務大臣として15年ぶりにイラクを訪問
し、サーレハ大統領、カーズィミー首相及びフ
セイン外相と会談し、327億円を限度とする

「バスラ製油所改良計画」関連の円借款に係る
事前通報を行った。また、10月に行われた第
5回国民議会選挙の支援のため、イラク独立高
等選挙委員会に対し、生体認証登録用のサー
バーなどの機材や投票所における新型コロナ対
策用の物品を国連開発計画（UNDP）経由で
供与した。

外交面では、テロ対策や経済・エネルギー関
係の強化において、周辺国との協力が欠かせな
いイラクは、バランス外交を志向するカーズィ
ミー政権の下、8月にイラク近隣国の首脳を招
いた国際会合を主催した。

内政面では、10月の第5回国民議会選挙の
結果、シーア派の「サドル潮流」が第一党と
なった。選挙はおおむね平穏に執り行われた一
方で、シーア派の一部に選挙結果に反対する抗
議デモも発生し、11月5日には、デモ隊と治
安部隊が衝突しデモ隊員が死亡した。また、
11月7日には、爆発物を搭載したドローンが
カーズィミー首相邸を攻撃する暗殺未遂事件も
発生した。

治安情勢については、イラク政府として治安
対策の強化に取り組んでいるものの、1月には日・トルコ外相会談（2021年8月、イスタンブール）
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1929年に在イラン日本公使館を開設して以来、日・イラン外交関係には90年以上にわたる交流の歴
史があります。日本は、様々な分野でイランとの二国間関係を強化していくとともに、中東地域におけ
る緊張緩和と情勢安定化に向けて外交努力を継続しています。

経済・貿易関係に目を向けると、かつて日本は多くのイラン産原油を輸入し、両国の経済関係を拡大
してきました。イラン核合意成立後、日本はイランと投資協定を締結し、日本企業のイラン進出を支援
してきましたが、2018年以降は米国の核合意離脱に伴う経済制裁復活の影響などから、日・イラン間
の経済・貿易関係は大幅に縮小しています。イランに投資し、事務所を構えていた多くの日本企業も、
事務所の規模縮小や事務所数の減少を余儀なくされています。また、イランで事業を展開する日本企業
が抱える問題も特殊です。例えば、円から現地通貨への両替ができない、海外からの送金ができないな
ど、イランでビジネスを進めるには、現状において様々な課題が存在します。

しかし、イランで活動する日本企業は、将来のビジネスの再開や拡大も見越しつつ、イランでのプレ
ゼンスを維持し、取引先であるイラン企業などとの関係を保持しています。多くのイラン人の間には、
日本車や日本の電化製品に対する極めて高い信頼が根付いており、より多くの日本企業が早くイランに
戻ってきて欲しいとの強い期待を持っていることが感じられ
ます。在イラン日本国大使館の業務の一つは、イランに駐在
する日本企業関係者との定期的な面談などを通じて、企業が
抱える問題を把握し、その解決に努めることです。経済制裁
の影響など、各企業が抱える問題は特殊なものが多いのです
が、問題解決に向けてイラン外務省やイラン中央銀行などイ
ラン当局への働きかけなどを行っています。また、8月には、
茂木外務大臣がイランを訪問し、その機会を捉えて、日・イ
ラン税関相互支援協定が署名され、将来的に二国間における
人やモノの流れの促進が期待されています。

また、大気汚染が深刻化する中、イランは発電容量における再生可能エネルギーのシェア増加を目指
しており、太陽光発電や水力発電の分野におけるビジネス展開も期待されます。また、豊富な原油や天
然ガスなど従来型エネルギー資源だけでなく、水素やアンモニアなどの新エネルギー分野におけるビジ
ネスの可能性も見込まれます。さらに、イランでは馴

な
染
じ

みの薄いリサイクルの推進に向けた取組なども
日本企業関係者と共に行っており、こういった取組に対してもイラン側からは高い関心が示されていま
す。

多くの制約がありますが、在イラン日本国大使館は在留邦人・企業とテヘランでの生活を共にしなが
ら、日本勢一丸となって将来のビジネスチャンスを模索しています。これからも、経済分野を含む日・
イラン関係がより発展していけるよう、日本企業を支援していきたいと思います。

特	

集
経済制裁下のイランにおける日本企業支援

在イラン日本国大使館

税関相互支援協定署名の様子（8月、テヘラン）

2-7-2_特集
1ページ
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バグダッド中心部でISILによる2件の自爆テロ
が発生し、一般市民32人が死亡、110人が負
傷した。また、米国大使館や米軍の駐留する基
地などを狙った攻撃も引き続き発生している。

イラク軍や治安機関によるISIL掃討作戦を支
援してきた米国主導の有志連合軍は、2020年
3月末以降、イラク軍に任務を委譲して複数の
基地から撤退を進め、米国は、2021年1月
15日までに駐留部隊を2,500人規模に削減し
た。7月には、カーズィミー首相とバイデン米
国大統領との間で米・イラク戦略対話が実施さ
れ、2021年末までの駐留米軍の戦闘任務の終
了及び助言・支援・強化任務への移行が合意さ
れた。また、イラク北部では、2020年6月以
降、トルコ軍がクルディスタン労働者党（PKK）
に対し、地上戦を含む軍事作戦を継続してい
る。

（8）ヨルダン
ヨルダンは、混乱が続く中東地域において、

比較的安定を維持している。アブドッラー2世
国王のリーダーシップの下で行われている過激
主義対策、多数のシリア・パレスチナ難民の受
入れ、中東和平への積極的な関与など、ヨルダ
ンが地域の平和と安定のために果たしている役
割は、国際的にも高く評価されている。4月に
は、ヨルダン・ハシェミット王国の建国100
周年を迎え、菅総理大臣から祝意を表するビデ
オ・メッセージを発出した。

日本との関係では、ガザでの衝突事案を受け
て5月に外相電話会談を実施し、イスラエル・

パレスチナ間の信頼醸成のためにあらゆる方面
から働きかけを行うことが重要であるとの認識
を共有した。また、8月には茂木外務大臣がヨ
ルダンを訪問し、サファディ外相との第2回外
相間戦略対話において、新型コロナ支援、経済
協力、人的交流、難民支援などの分野における
二国間関係強化の方途について議論するととも
に、アフガニスタン情勢を含む地域情勢につい
て幅広く意見交換を行った。さらに、同訪問で
は国王の実弟であるファイサル王子に表敬する
など対面での交流が再開された。12月には、
林外務大臣の就任に伴う外相テレビ会談を行
い、戦略的パートナーシップの下、協力関係を
更に発展させることを確認した。

日本は、地域安定の要であるヨルダンとの関
係を重視しており、11月には第3回外務・防
衛当局間協議を開催するなど、安全保障面でも
協力を積み重ねてきている。また、開発政策借
款1億ドルを12月に拠出し、経済・財政的支
援を行っている。

（9）湾岸諸国及びイエメン
湾岸諸国は、日本にとってエネルギー安全保

障などの観点から重要なパートナーである。近
年、石油依存からの脱却や産業多角化、人材育
成などを重要課題として経済、社会の改革に取
り組んでおり、日本としても、こうした改革は
中東地域の長期的な安定と繁栄に資するとの観
点の下、その実現に向けて協力、支援を行って
きている。具体的には、サウジアラビアの脱石
油依存と産業多角化のための「サウジ・ビジョ
ン2030」を踏まえ、日本とサウジアラビアが
二国間協力の羅針盤として策定した「日・サウ
ジ・ビジョン2030」や、日本とアラブ首長国
連邦の間の「包括的・戦略的パートナーシッ
プ・イニシアティブ」に基づく協力などを進め
ている。

新型コロナの影響により、要人往来が減少し
た中であったが、8月、茂木外務大臣はカター
ルを訪問し、ムハンマド・カタール外相との間
で第1回日・カタール外相級戦略対話を行い、

「包括的パートナーシップ」の下、エネルギー日・ヨルダン外相テレビ会談（2021年12月）
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分野に留
とど

まらない幅広い分野の協力を一層強化
していくことで一致した。また、茂木外務大臣
は、9月の国連総会でのニューヨーク訪問時に
も、ムハンマド・カタール外相と対面で会談
し、アフガニスタン情勢をめぐる課題などへの
対応を含め、改めて両国の連携を確認した。さ
らに、茂木外務大臣は、クウェート（8月、
10月）及びアラブ首長国連邦（9月）との間
で外相電話会談をそれぞれ行い、各国との関係
強化や中東情勢の緊張緩和と情勢の安定化に向
けた協力を確認した。なお、2021年は、日・
カタール外交関係樹立50周年、日・クウェー
ト外交関係樹立60周年の節目の年に当たり、
現地では様々な祝賀行事を実施した。

イエメンの安定は、中東地域全体の平和と安
定のみならず、日本のエネルギー安全保障に直
結するシーレーンの安全確保の観点からも重要
である。イエメンでは、グランドバーグ国連事
務総長特使を始めとした国際社会による仲介努
力にもかかわらず、イエメン政府及びアラブ連
合軍と、ホーシー派との間での衝突が6年以上
継続している。長期化する衝突の影響により、
イエメンでは「世界最悪」とされる厳しい人道
状況が継続しており、日本は2015年以降、主
要ドナー国として国際機関などと連携し、イエ
メンに対し、合計約3億米ドル以上の人道支援
を実施してきている。3月に、オンライン形式
で開催された「イエメン人道危機に関するハイ
レベル・プレッジング会合」では、鷲尾外務副
大臣が、日本政府は、今後も関係国と連携しな
がら、人道支援及び政治両面での取組を継続
し、イエメンの平和と安定に向け引き続き貢献
していくことを表明した。

（10）シリア
ア	情勢の推移

2011年3月に始まったシリア危機は、発生
から10年が経過するもなお情勢の安定化及び
危機の政治的解決に向けた見通しが立っておら
ず、人口の90％以上が1日約2ドルの貧困ラ
イン以下での生活を送ることを余儀なくされる
など、今世紀最悪の人道危機と言われる状況が

継続している。
シリア全土での停戦が実現せず、2019年

10月に国連の仲介により設立された「憲法委
員会」の下での議論も平行線をたどるなど、政
治プロセスの進展が見られない中、5月、シリ
ア政府は大統領選挙を現行憲法に基づき実施し
た。アサド大統領が約95％の得票率で再選を
果たしており、政治プロセスの今後の見通しは
不透明である。

対外関係では、アサド政権が国土の多くに対
する支配を回復し、その優勢が明らかとなる
中、10年ぶりとなるヨルダンとの首脳電話会
談の実施（10月）やUAE外相によるダマスカ
ス訪問（11月）など、一部アラブ諸国とシリ
アとのハイレベルでの交流再開が見られる。一
方、欧米諸国は、アサド政権による化学兵器使
用や人権 蹂

じゅう
躙
りん

行為などを理由に、シリア政府
との関係再開には慎重な姿勢を維持している。

軍事・治安面では、アサド政権は最後の反体
制派拠点となっている北西部イドリブの制圧に
向け攻勢を強化している。南部については、武
装解除に反対する元反体制派勢力と政府軍間の
大規模衝突を経て、シリア政府が残存する反政
府武装勢力の平定を進めた。首都ダマスカスの
治安は総じて維持されているものの、10月20
日に政府軍用バスを標的とする爆発事案が発生
した（首都市内での大規模爆発事案としては1
年ぶり）。

イ	日本の取組
日本は、一貫して、シリア危機の軍事的解決

はあり得ず、政治的解決が不可欠であると同時
に、人道状況の改善に向けて継続的な支援を行
うことが重要との立場をとっている。そのため
日本は、シリア情勢が悪化した2012年以降、
計32億米ドル以上の人道支援をシリア及び周
辺国に対して実施してきた。

（11）レバノン
2020年8月に発生したベイルート港大規模

爆発事案後、約1年以上に及ぶ政治空白を経
て、9月にミカーティ元首相を首班とする新内
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閣が発足した。新内閣は、行財政改革の実行、
未曽有の経済財政危機に伴う深刻な電力危機や
新型コロナへの対応に加え、上記爆発事案の真
相究明などの課題を抱えているが、大きな進展
はみられず、10月には同事案の捜査を担当す
る判事の解任を求めるデモ隊による衝突事案が
発生した。また同月には、レバノン情報相が就
任前に行ったイエメン内戦をめぐる発言が湾岸
諸国の反発を呼び、外交問題に発展し同情報相
の辞任に至った。

日本は、人道状況が悪化するレバノンを支援
すべく、2012年以降、合計2億5,000万米ド
ル以上の支援を行っている。8月にはフラン
ス・国連の共催で「レバノン国民に対する支援
のための国際会議」がオンライン形式で開催さ
れ、鷲尾外務副大臣が、これまでの国際機関な
どを通じた対レバノン追加支援につき説明する
とともに、レバノンが諸改革や国際通貨基金と
の協議の進展に向けて行動することが現下の諸
課題を乗り越えるための唯一の道であることを
強調した。

	 3	 北アフリカ地域情勢	
（エジプト、リビア、チュニジア、
アルジェリア、モロッコ）

（1）エジプト
アフリカ大陸の北東に位置し、地中海を隔て

て欧州に接するエジプトは、中東・北アフリカ
地域の安定に重要な役割を有する地域大国であ
る。経済面では、新型コロナの影響（観光収入
減少など）が継続するものの、近隣諸国との比
較では経済的打撃が抑制され、GDPはプラス
成長を引き続き維持している。

日本との関係は引き続き良好で、2016年の
エルシーシ大統領訪日以降、日本式教育の導
入、エジプト・日本科学技術大学（E-JUST）
支援強化や、大エジプト博物館（GEM）建設
計画などの協力案件が進んでいる。3月にはス
エズ運河での日本関係船舶の座礁事案が発生し
たが、7月には留め置かれていた船舶が無事出
航した。また、3月には、エジプト政府主催の

「第2回持続可能な平和と開発に関するアスワ
ン・フォーラム」に鷲尾外務副大臣がビデオ・
メッセージを発出し、4月には茂木外務大臣が
共同議長を務める形で、エジプトに本部を置く
アラブ連盟に加盟する国・地域との「第2回日
アラブ政治対話」をオンライン形式で開催し
た。6月に日・エジプト外相電話会談を実施し
たことに続き、8月には、茂木外務大臣が現地
を訪問し、エルシーシ大統領、シュクリ外相と
の会談で同国との関係強化を、アブルゲイト・
アラブ連盟事務総長との会談で同連盟との関係
強化をそれぞれ確認した。

2019年4月から派遣されているシナイ半島
駐留多国籍部隊・監視団（MFO）の自衛官2
人についても、4月に第3次要員が派遣され、
引き続き地域の平和と安定に向けた貢献を行っ
ている。

（2）リビア
リビアでは、2011年のカダフィ政権崩壊後、

議会が東部に政府が西部に置かれるなど、不安
定な状況が続いている。2019年4月には、東
部勢力の実力者であるハフタル「リビア国軍」

（LNA）総司令官がトリポリへの進軍を指示し
武力衝突へと発展したが、2020年5月以降、
トルコの支援を受けた国民統一政府（GNA）
側が反撃に転じ、現在は中部沿岸都市のシルテ
と内陸都市のジュフラを結ぶラインで双方の勢
力が対峙

じ
している。一方、同年10月には両勢

力間で恒久的停戦合意が署名され、以降、大き

茂木外務大臣によるエルシーシ・エジプト大統領表敬 
（8月、エジプト・カイロ）
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な武力衝突は発生していない。
政治面では、2020年11月に国連主導でリ

ビア人の代表75人が参加した国民対話フォー
ラムがチュニスで開催され、2021年12月24
日の独立記念日に大統領選挙を含む一連の選挙
を行うことについて基本的合意が成立したが、
選挙関連法の制定に至っておらず、12月22日
に選挙の延期が発表された。

（3）マグレブ諸国
マグレブ地域は、欧州・中東・アフリカの結

節点に位置する地理的優位性や豊富かつ廉価な
若年労働力などによる高い潜在性から、アフリ
カにおいて経済面で高い重要性を有している。
また、域内の各国はそれぞれの手法で「アラブ
の春」を乗り越え政治的な安定を維持してき
た。一方で、新型コロナの影響もあり、アル
ジェリア、モロッコ及びチュニジアでは地域格
差や高失業率などの克服が課題となっている。
加えて、リビアやサヘル地域からの武器や不法
移民の侵入による治安面への影響が懸念されて
いる。

チュニジアでは、新型コロナによる経済の停
滞や医療体制上の問題から国民の不満が高ま
り、2020年9月に発足したムシーシー内閣は、
国内の政治改革に着手するとしたサイード大統
領によって2021年7月25日に退陣を余儀な
くされた。また、同大統領は、政治における汚
職の撲滅を掲げ、同日に国民代表議会の活動を
停止した。その後、同大統領から首班指名を受
けたナジュラ・ブデン氏は、10月11日にチュ
ニジア史上初の女性首相として新内閣を発足さ
せた。サイード大統領の指導の下で、ブデン新
政権が、国民から広汎な支持を得る形で、現在
直面している経済社会分野での喫緊の課題に迅
速かつ適切に対処できるかが注目される。

アルジェリアでは、2019年2月以降、ブー
テフリカ大統領の長期政権への反発から抗議デ
モが長期化し、同政権は4月に退陣した。同年
12月に大統領選挙が行われ、テブン元首相が
当選した。同大統領は「新しいアルジェリア」
の実現に向けた政治改革の一環として、憲法改
正、国民議会（下院）選挙などを掲げた。改憲
の是非を問う国民投票は革命記念日の2020年
11月1日に実施され、投票率は23.7％と極め
て低調であったものの、改憲案は採択された。
2021年6月には国民議会選挙が前倒しで実施
され、国民解放戦線が引き続き最大勢力となっ
た。同選挙の結果を受け、7月にベンアブドゥ
ルラフマーン首相が任命され新内閣が発足し
た。また、8月、アルジェリア政府はモロッコ
が敵対行為を続けているとして国交断絶を表明
した。

モロッコでは、2021年9月8日に衆議院議
員選挙が実施され、これまで第二党であった独
立国民連合（RNI）が第一党に躍進し、真正と
現代党（PAM）とイスティクラル党（PI）と
連立与党を形成することで全議席の3分の2を
占めるに至った。一方、2011年から10年間
政権を率いてきた公正と発展党（PJD）は、新
型コロナ対策の遅れや失業率の高止まりなどを
主な原因として、オトマニ首相を含む現職閣僚
も議席を失い、野党に転落した。10月5日に
実施された参議院議員選挙においても、RNI、
PAM及びPIの連立与党が過半数を獲得したが、
PJDは議席数を大幅に減らした。両選挙の結
果を受け、モハメッド6世国王から首班指名を
受けたアハヌーシュRNI党首は、10月7日に
新内閣を発足させた。両院で過半数を占める連
立与党の支持を受け、同首相がいかに経済社会
政策を安定的に実施していくかが注目される。
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2021年、日本とクウェートは外交関係樹立60周年を迎えました。
日本とクウェートの関係は公式な外交関係を樹立する1961年12月8日以前（クウェートは1961年

に独立）に遡り、1958年には日本のアラビア石油が、クウェートとサウジアラビアの中立地帯沖合に
あるカフジ油田で石油採掘を行うなど、両国の間で活発な経済活動が行われていました。

2021年、両国では新型コロナウイルス感染症の対策を講じながら、様々な行事が行われました。茂
木外務大臣とアフマド・ナーセル外相との間では、2度の電話会談が実施され、外交関係樹立60周年を
祝福しました。

外交関係樹立記念日の12月8日には、駐日クウェート大
使館により、これまでの両国の歩みを振り返る写真展が開催
され、本田太郎外務大臣政務官が出席しました。同写真展の
冒頭、アフマド・ナーセル外相からのビデオメッセージが放
映され、両国政府及び国民に対する祝意が表明されました。

また、同日、クウェートでは60周年を記念して、ランド
マークであるクウェート・タワーがライトアップされ、タ
ワーの下で共に祝福する在留邦人とクウェート国民の様子は、
クウェート国営放送や新聞各紙で紹介されました。

加えて、2021年は東日本大震災発生から10年の節目の
年でもあり、原油供与などのクウェートからの多大な復興支
援を踏まえて、両国の連帯を示すため、3月にもクウェー
ト・タワーがライトアップされました。また、在クウェート
日本国大使館が制作・公開したクウェートからの復興支援へ
の感謝を伝える動画に対し、クウェートの人々から被災地の
復興に思いを寄せるコメントが多数投稿されました。国内で
は福島県二本松市が、クウェートによる被災地支援に謝意を
表明するため、2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会におけるクウェート選手団のホストタウンとなりました。

さらに11月には、クウェート日本人会主催の海岸清掃活動「亀作戦」が、クウェート市内において
実施されました。この清掃活動には、クウェート環境庁などが協賛として加わり、在留邦人のほか、
800人以上のクウェート市民が日・クウェート外交関係樹立60周年ロゴマーク入りのTシャツを着用
して参加しました。

「亀作戦」の様子（11月、クウェート市）
日・クウェート外交関係樹立
60周年ロゴマーク

コ
ラ
ム

日・クウェート外交関係樹立60周年

本田外務大臣政務官のクウェート写真展出席の様子
（12月、東京）

クウェート・タワーのライトアップ（3月）

2-7-2b_コラム
1ページ

136 DIPLOMATIC BLUEBOOK 2022

地域別に見た外交第2章



このほか、在クウェート日本国大使館は、1年を通じオン
ライン動画により、1990年のイラクのクウェート侵攻に際
しての日本の取組など、両国の協力関係や日本の言語・文化
を紹介しました。

2021年は日・クウェート双方による様々な取り組みを通
じ、両国間の絆

きずな
を改めて思い起こし、今後の二国間関係の一

層の発展に向けて決意を新たにする1年となりました。
動画「日本とクウェートのきずな－歴史の証言者たち－」
より、ビシャーラ元湾岸協力理事協会（GCC）局長へ
のインタビュー（8月、オンライン）

2-7-2b_コラム
2ページ

2021年、日本とカタールは外交関係樹立50周年を迎えました。
カタールというと馴染みが薄いかもしれませんが、首都ドーハの名前は聞いたことがあるという人も

多いのではないでしょうか。サッカー日本代表が、初のワールドカップ出場をかけた1993年のイラク
戦で、後半ロスタイムに同点ゴールを許し、予選敗退を喫することになった「ドーハの悲劇」の舞台と
なったのがカタールです。

また、日本とカタールは、主に発電用の燃料として使用されている液化天然ガス（LNG）の分野で強
固な関係を築いてきました。日本はカタールからLNGを年間800万トン以上（総輸入量の約11％）輸
入しています。カタールは世界有数のLNG産出国として、一人当たりGDPは約6.2万ドルを誇り、短
い期間で世界でもトップ10に入る豊かな国になりましたが、このようなカタールの発展に日本はLNG
の購入を通して貢献してきました。

50周年という節目の年を迎えた2021年の8月、茂木外務
大臣はカタールを訪問し、ムハンマド副首相兼外相との間で、
第1回日・カタール外相間戦略対話を実施しました。対話の
冒頭で茂木外務大臣からは、2020年東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会でのカタール人選手の健闘を讃

たた
えつつ、

この機会に両国間の「包括的パートナーシップ」を更に深化
させたいと述べました。両外相は9月の国連総会の際にも
ニューヨークで会談し、アフガニスタンをめぐる課題への対
応を含め、二国間関係強化のため引き続き緊密に連携してい
くことで一致しました。その後、カタールによってアフガニ
スタンから出国する日本関係者への支援が行われ、2021年
末までに約500人のアフガニスタン人がカタール経由で無事
日本に到着しました。

そのほか、11月にはカタール文化省との共催で日本語の
詩コンクールが行われるなど、新型コロナウイルス感染症対
策もしっかりとりつつ各種イベントが行われました。2022
年にも、日本語スピーチコンテストに加え、空手や柔道のイ
ベントなど、日本とカタールの関係を更に盛り上げる機会が
多く予定されています。

コ
ラ
ム

日・カタール外交関係樹立50周年

日・カタール外相間戦略対話（8月、カタール）

日本語の詩コンクールの募集案内（11月、カタール）

2-7-2a_コラム
1ページ
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